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論 文 内 容 の 要 旨 
 
本論文の構成及び要旨は以下の通りである。 
序章では、本研究の背景と目的、本研究の位置づけを整理した。現代の日本の都市は、大規模災
害対策だけでなく、少子高齢化の進展にも対応した更新の必要性がさらに高まっている。本論文は、
異なる２つのタイプの密集市街地を対象に、都市の更新前後における構成員の意向や関係性、またそ
の変化について調査し知見を得ることによって、「多重構造型コミュニティ」の形成の可能性を検討
し、その展望や課題について論ずることを目的としている。 
第１章では、先行研究のレビューを行った。密集整備事業前後のコミュニティの変化を扱った既
存文献では、事業前コミュニティが事業後に維持できないなどの批判が多く見られた。他方、商住混
在型・長屋再生型の更新を扱った研究では、非居住者の貢献について述べたものが多く、新旧の居住
者の意向等についての調査は少ないことがわかった。またコミュニティの概念と定義を既存研究より
整理・吟味し、「多重構造型コミュニティ」を「構成員間の多様な関係性とその基盤に存在する地縁
団体等の歴史的活動上に紡ぎ出されているコミュニティ」とした。 
第２章では、木造密集市街地の概要と国・自治体の政策を整理した。地方分権の流れのなかで、
地域コミュニティの形成に関する政策は基礎自治体にゆだねられているが、今のところ密集市街地に
おける有効な施策は見当たらず、新旧住民関係などの問題は、各構成員による自律的な解決が求めら
れていることがわかった。 
第３章では、寝屋川市を対象に、スプロール型密集市街地の変容と構成員の関係性について、事
業後に供給された賃貸マンションの入居者に意識調査アンケートを実施し分析することにより知見
を得た（207戸配布 71戸回収）。その結果、地元コミュニティとの関係性は限定的であり、構成員間
の関係性は事業後も多重化していないことが実証的に明らかとなった。今後は、特に近所づきあい等
に前向きなファミリー層の定住性を高めるために、住宅都市として安心かつ快適に生活できる環境を
目指すべきとの結論を得た。 
第４章では、大阪市北区中崎地区を対象に、自然更新型密集市街地の変容と構成員の関係性につ
いて調査を行った。中崎地区では戦前長屋住宅の空き家にカフェや雑貨店等が進出し、観光地化・ブ
ランド化が進んでいる。これらの店舗経営者と地元コミュニティとの関係性を、双方へのヒヤリング
やアンケートで調査したところ、相互不可侵の状態を維持してきたが、近年は一部の店舗経営者が地
域活動に参加したり、他の経営者を振興町会に誘ったりといった、多重化につながる動きがみられた。
次に、急増しているマンション住民と地元コミュティとの関係性を分析するため、マンション住民に
アンケートを行った（分譲 280戸配布 138戸回収、賃貸 720戸配布 130戸回収）結果、マンション住
民と地元コミュニティ及び店舗経営者との交流は今のところ限定的であるが、居住年数が長くなるほ
ど、また賃貸より分譲で親密なつきあいがみられることがわかった。さらに店舗経営者が、マンショ
ン住民と地元コミュニティとの関係性構築のルートになり、多重構造型コミュニティ形成の足掛かり
になる可能性が示された。 
終章では以上の調査結果を整理した。多重構造型コミュニティ形成において重要な要素として、
自治会等の地縁団体が機能し既存コミュニティの活動が継続できているかどうか、更新によって増え
る非居住者とのつながりの要素が取り込めるかどうか、といった知見が抽出された。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本研究は、市街地の更新が徐々に進んでいき、今後も防災などの観点からその取り組みが進んでい
くと想定される木造住宅密集市街地を対象に、更新の前後におけるコミュニティの変化に着目してそ
の状況をつぶさに調査し、その結果から有用な知見を導出したものである。本研究で掲げる、「多重
構造型コミュニティ」という新しい概念を論じるにあたり、先行研究の知見と対照的な事例の調査結
果から成立可能性を論じており、新規性と実証性が認められる。木造密集市街地は一般に防災をはじ
め多くの問題を抱えているためさまざまな切り口で分析が可能であるが、コミュニティの形成・再形
成という今日的なテーマを選択し有用な結論を導出しようとしている点も評価できる。 
研究手法としては、異なる特徴的な２つのタイプの密集市街地を選択し、それぞれのケースで多様
な構成員に対するアンケートとヒヤリングを実施して調査結果を対比するという、オーソドックスで
はあるが手堅い論理展開となっている。序章から終章までの論旨の流れに無理がなく、内容もシンプ
ルでわかりやすい。アンケートやヒヤリングから得られた構成員の具体的な状況や意向は、図表とし
て丁寧かつ分析的に整理され、有用な知見を導き出すための貴重な情報となっている。 
本研究のなかでは、特に中崎地区のコミュニティ形成に関する分析に多くの紙幅が費やされている。
従来の新旧住民問題に、店舗経営者という非居住者（「よそ者」）が関わることにより、「多重構造型
コミュニティ」という新しい関係の構築の可能性が見いだせると結論付けている。このような知見は、
中崎地区のような特殊なエリアにのみ通用するともいえるが、「よそ者」を「外部とのつながり」と
みなすことで、どのような地区においてもその可能性を検討することができる。特に人口減少が長期
的に不可避となり、かつ都心回帰現象が顕著になるなかで、今後、都市部におけるコミュニティ形成
の可能性を検討するうえで、有益な示唆を与えるものと考えられる。 
 
 
